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第 12回再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフ

ォース（令和３年７月２日開催）を踏まえた廃棄物の処理及び清

掃に関する法律の適用に係る解釈の明確化について（通知） 

 

第 12回再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース（令和３年７月

２日開催）においては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号）

の適用に関して、一般廃棄物と産業廃棄物の混合処理等に係る解釈の明確化を図ることと

されたところである。これを受け、今般、下記のとおり解釈の明確化を図ることとしたの

で通知する。 

貴職におかれては、下記の事項に留意の上、その運用に遺漏なきを期されたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規定に基

づく技術的な助言であることを申し添える。 
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記 

 

 

第１ 一般廃棄物及び産業廃棄物の混合処理について 

他人の廃棄物を処理する場合は、当該処理を行う廃棄物の区分ごとに廃棄物処理業の

許可を取得する必要があるが、産業廃棄物の区分については、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行令（昭和 46年政令第 300号）第２条において排出元の業種等が指定さ

れているものがあることから、たとえ事業活動に伴って排出される廃棄物が同様の性状

を有する場合であっても、当該指定業種等から排出される廃棄物を処理する場合は産業

廃棄物処理業の許可が、当該指定業種等以外から排出される廃棄物を処理する場合は一

般廃棄物処理業の許可がそれぞれ必要となる。ただし、同様の性状を有する一般廃棄物

と産業廃棄物を、当該一般廃棄物と産業廃棄物の両方の処理業の許可を有する者の運搬

車又は施設において混合して処理することについては、法令上禁じられていない。 

ついては、同様の性状を有する一般廃棄物と産業廃棄物の両方の収集運搬業の許可を

有する者の運搬車において、搭載する廃棄物ごとに容器を分けること、又はロードセル

等の機器で搭載する廃棄物の数量を計測すること等により、それぞれの廃棄物の数量を

適切に把握することができれば、他の物と区分して収集・運搬することが義務付けられ

ている廃棄物を除き、同様の性状を有する一般廃棄物と産業廃棄物を混載して運搬して

も差し支えない。その際、産業廃棄物の運搬に係る産業廃棄物管理票の交付の義務は従

来通り課されることとなる。 

また、同様の性状を有する一般廃棄物と産業廃棄物の両方の処分業の許可を有する者

の施設において、当該一般廃棄物と産業廃棄物を混合して保管、投入及び処分しても差

支えない。なお、処理後の残さについては、処分した一般廃棄物と産業廃棄物の比率で

按分し、以後それぞれの区分の残さとして取り扱っても差し支えない。 

 

第２ 「「規制改革・民間開放推進３か年計画」（平成 17年 3月 25日閣議決定）におい

て平成 17 年度中に講ずることとされた措置（廃棄物処理法の適用関係）について」

（平成 18年 3月 31日付け環廃産第 060331001号通知）の「第二 産業廃棄物を使用し

た試験研究に係る規制について」の適用について 

環廃産発第 060331001号の「第二 産業廃棄物を使用した試験研究に係る規制につい

て」においては、「営利を目的とせず、学術研究又は処理施設の整備若しくは処理技術

の改良、考案若しくは発明に係る試験研究を行う場合」の許可の取扱い及び判断方法が

示されているが、本取扱い及び判断方法については、メタンガス化施設を試運転する際

に、産業廃棄物である下水汚泥を種菌として利用する場合においても適用できることと

する。 

また、本取扱い及び判断方法は中間処理業者による処理に伴い排出される産業廃棄物

についても適用されるが、当該産業廃棄物の排出又は中間処理が行われる都道府県又は

政令市（以下「都道府県等」という。）と、当該産業廃棄物を使用した試験研究が行わ
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れる都道府県等が異なる場合は、必要に応じてあらかじめ当該都道府県等の間で、当該

産業廃棄物の管理方法等について協議を行っておくことが望ましい。 

 

第３ 地下工作物の取扱いについて 

  地下工作物の存置については、一般社団法人日本建設業連合会において「既存地下工

作物の取扱いに関するガイドライン」（2020年２月）が作成されている。次に掲げる

①から④までの全ての条件を満たすとともに、同ガイドライン「3.2.3 存置する場合

の留意事項」に基づく対応が行われる場合は、関連事業者及び土地所有者の意思に基づ

いて地下工作物を存置して差し支えない。なお、存置の対象となるのは、コンクリート

構造体等の有害物を含まない安定した性状のものに限られる。また、戸建住宅の地下躯

体は対象に含まれない。 

① 存置することで生活環境保全上の支障が生ずるおそれがない。 

 ② 対象物は「既存杭」「既存地下躯体」「山留め壁等」のいずれかである。 

 ③ 地下工作物を本設又は仮設で利用する、地盤の健全性・安定性を維持する又は撤去

した場合の周辺環境への悪影響を防止するために存置するものであって、老朽化を主

な理由とするものではない。 

 ④ 関連事業者及び土地所有者は、存置に関する記録を残し、存置した地下工作物を適

切に管理するとともに土地売却時には売却先に記録を開示し引き渡す。 

なお、地下工作物を存置する場合においても、石綿含有建材やＰＣＢ使用機器などの

有害物、これら以外の内装材や設備機器などは全て撤去すべきものである。また、地方

公共団体が上記の①から④までの条件を満たしていないと判断した場合は「廃棄物」に

該当し得るとともに、生活環境保全上の支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認めら

れると判断した場合は、当該地下工作物の撤去等、その支障の除去等の措置を講ずべき

ことを命ずることが可能である。 

 

 


